
平 成 ３０ 年 度

（ 第 ４ 号 ）

川島町下水道事業特別会計補正予算



 

議案第６号 

 

   平成３０年度川島町下水道事業特別会計補正予算（第４号） 

 

 平成３０年度川島町の下水道事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ１０，９３３千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５５９，４９０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により、翌年

度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 平成３１年３月１日提出 

 

川島町長 飯 島 和 夫 



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

6082673411 分 担 金 及 び 負 担 金

26826711 分 担 金

222,000△9,000231,0004 繰 入 金

222,000△9,000231,0001 他 会 計 繰 入 金

104,000△2,200106,2007 町 債

104,000△2,200106,2001 町 債

559,490△10,933570,423歳 入 合 計



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

330,000△9,823339,8232 事 業 費

330,000△9,823339,823 1 下 水 道 事 業 費

804△1,1101,9144 予 備 費

804△1,1101,914 1 予 備 費

559,490△10,933570,423歳 出 合 計



（単位：千円）

款 項 金　　額

２  事 業 費 １  下水道事業費 150,232

第　２　表　　　　繰　越　明　許　費

事　　業　　名

飯島雨水幹線整備事業



１　変　更

限度額
起債の
方　法

利　　率 償還の方法 限 度 額
起債の
方　法

利　　率
償還の
方　法

下水道事業 93,200
普通貸借
又は

証券発行

4.0％
以 内

　本起債につ
いては、融資
先の融資条件
に従う。
　ただし、町
財政の都合に
より据置期間
を短縮し、若
しくは繰上償
還又は低利に
借換えをする
ことができ
る。

92,200
補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

公営企業会
計適用事業

13,000 同上 同上 同上 11,800 同上 同上 同上

起債の目的

補　正　前 補　正　後

第　３　表　　　　地　　方　　債　　補　　正

（単位：千円）



平 成 ３０ 年 度

川島町下水道事業特別会計

補正予算に関する説明書



歳　入 （単位：千円）

341 267 608

231,000 △9,000 222,000

106,200 △2,200 104,000

570,423 △10,933 559,490

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

１　総　括

款 補正前の額 補  正  額 計 備    考

1 分 担 金 及 び 負 担 金

4 繰 入 金

7 町 債

歳　　入　　合　　計



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

事 業 費 339,8232 330,000△9,823 △2,200 267 △7,890

予 備 費 1,9144 804△1,110 △1,110

歳     出     合     計 570,423 △10,933 559,490 △9,000267△2,200



補正前の額

２　歳　入
1 分担金及び負担金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

1 分担金及び負担金 341 608267

1 分担金 1 268267

区域外流入分担金追加 267下水道事業分担金1 下水道事業分担金 1 268 1 267267

4 繰入金 231,000 222,000△9,000

1 他会計繰入金 231,000 222,000△9,000

一般会計繰入金更正減 △9,000一般会計繰入金1 一般会計繰入金 231,000 222,000 1 △9,000△9,000

7 町債 106,200 104,000△2,200

1 町債 106,200 104,000△2,200

流域下水道事業債更正減 △1,000下水道事業債1 下水道事業債 106,200 104,000 1 △2,200△2,200

公共下水道事業債更正減 △1,200



３　歳　出 （単位：千円）

款項目・事業 説　　明

節

区　　分 金　額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

一般財源

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源計補 正 額補正前の額 事　業　概　要

2 事業費

2事業費 330,000△9,823339,823 △2,200 267 △7,890

下水道事業費1 339,823 △9,823 △2,200 267 △7,890330,000

1建設事業費 △2,303汚水建設事業費0001231,605 △2,303 267△1,000 △1,570229,302 △1,40015工事請負費

△90319負担金､補助

及び交付金

0001汚水建設事業費 　汚水取付管、公共桝設置 公共下水道の整備に要する経費の更正減15工事請負費 △1,40012,264 △2,303 △1,000 267 △1,570分9,961

　工事更正減 荒川右岸流域下水道事業建設負担金に要する経費△1,400

の更正減

　荒川右岸流域下水道事業19負担金､補助 △903

　建設負担金更正減 △903及び交付金

2維持管理費 △5,070汚水維持管理費000189,538 △5,070 △5,07084,468 △57013委 託 料

△3,00015工事請負費

△1,50019負担金､補助

及び交付金

0001汚水維持管理費 　下水道管渠調査業務委託 公共下水道の維持管理に要する経費の更正減13委 託 料 △57084,537 △5,070 △5,07079,467

　料更正減 荒川右岸流域下水道維持管理負担金に要する経費△200

　公共下水道台帳補正業務 の更正減

　委託料更正減 △370

　下水道排水設備補修工事15工事請負費 △3,000

　更正減 △3,000

　荒川右岸流域下水道維持19負担金､補助 △1,500

　管理負担金更正減 △1,500及び交付金

3公営企業会計適用化事業費 △2,450公営企業会計適用化事000118,680 △2,450 △1,200 △1,25016,230 △2,45013委 託 料

業費

0001公営企業会計適用化事 　下水道事業公営企業会計 下水道事業の公営企業会計適用化を推進するため13委 託 料 △2,45018,680 △2,450 △1,200 △1,25016,230

業費 　移行業務委託料更正減 の経費の更正減△1,200

　公共下水道経営戦略策定

　業務委託料更正減 △1,250

4予備費 804△1,1101,914 △1,110

予備費1 1,914 △1,110 △1,110804

1予備費 △1,110予備費00011,914 △1,110 △1,110804

0001予備費 歳入歳出調整に伴う予備費の更正減1,914 △1,110 △1,110804



補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後

1 下 水 道 事 業 2,179,196 2,015,043 93,200 92,200 162,893
補正前
に同じ

1,945,350 1,944,350

2 公営企業会計適用事業 9,000 13,000 11,800 900
補正前
に同じ

21,100 19,900

計 2,179,196 2,024,043 106,200 104,000 163,793
補正前
に同じ

1,966,450 1,964,250

当該年度末
現在高見込額

(単位  千円)

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する補正調書

区　　　　分
前前年度末

現在高
前年度末
現在高

当該年度中増減見込み

当該年度中
起債見込額

当該年度中
元金償還見込額


